
社長の古宮でございます。皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にあ
りがとうございます。

本日は、「2023年3月期決算」、「2024年3月期通期業績予想」及び「中期経
営計画の進捗状況」について説明いたします。

まず、5月11日に公表した「2023年3月期決算」について説明します。5ページ
をご覧ください。









営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中ではありましたが、行
動制限の緩和や社会経済活動の正常化が進み、鉄道事業を始めとした各事業に
おける需要が緩やかに持ち直したことなどにより、対前年で537億円増の3,832
億円となりました。

営業利益は、鉄道事業における動力費の増はありましたが、営業収益の増加に加
え、鉄道事業における固定費の削減などにより、対前年で303億円増の343億
円。EBITDAについては、対前年331億円増加し、638億円となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は、ハウステンボス株式の売却に伴う特
別利益の増加などにより、対前年で179億円増の311億円となりました。

次のページをご覧ください。



四半期ごとの業績推移について説明します。

営業収益については、１年を通して、新型コロナウイルス感染者の増減に左右さ
れましたが、第３四半期からはその連動性も低くなりました。

営業利益やEBITDAについては、不動産・ホテルセグメントが下支えとなり、各
四半期において黒字で推移しました。

次に「2024年3月期 通期業績予想」について説明します。10ページをご覧く
ださい。









通期業績予想策定にあたっての主な事業の前提について説明します。

各消費需要に関しては、前期下期からの回復傾向を維持するものと見込んでおり
ます。2019年3月期に対して鉄道事業における運輸取扱収入は94％程度、主要
既存駅ビルのテナント売上については100％程度を見込んでいます。ホテル事業
の稼働率やADRについても、前期下期と同程度の水準を維持する見込みとして
います。

不動産販売事業においては、引き続き堅調な分譲マンションの販売を見込むとと
もに、私募REITへの賃貸マンション等の売却と第三者への賃貸マンションの売
却を合わせて100億円程度で見込んでいます。

一方で、鉄道事業における動力費の増や長崎駅周辺開発の開業費を見込んでいま
す。

次のページをご覧ください。



通期予想のハイライトです。営業収益は、先ほどご説明した前提に基づき、対前
年337億円増となる4,170億円を見込んでいます。

営業利益は一部のコスト増はあるものの、営業収益の増加により増益を見込んで
います。EBITDAも、増加を見込んでいます。

なお、4月28日に開示しましたドラッグイレブンの株式譲渡に関しましては、約
70億円の譲渡益を特別利益として見込んでいます。

次に、配当予想について説明します。14ページをご覧ください。







 2024年3月期の配当予想は、中期経営計画でお示しした株主還元方針に鑑み
て、１株当たり年間配当金93円とする予定です。

次に、「中期経営計画の進捗状況」について説明します。20ページをご覧くだ
さい。













当社は、2030年長期ビジョンの実現に向け、2024年度までの3か年の中期経営
計画において、「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、3つの重点戦略を推
進しています。

次のページをご覧ください。



中期経営計画の１年目である前期は、３つの重点戦略について順調に推移したと
評価しております。

中期経営計画の２年目となる今期は、経営環境が大きく変化する中ではあります
が、引き続き３つの重点戦略を推し進めるとともに、グループの未来をつくる
「人、モノ、新技術」への投資を積極果敢に行うことで、持続的で力強い成長軌
道への復帰を果たすことを目指します。

次のページをご覧ください。



重点戦略の1点目、「事業構造改革の完遂」に向けた取り組みについて説明しま
す。

 BPRによる鉄道事業の固定費削減については、目標としていた140億円の削減を
前期で実現させることができ、鉄道事業の黒字化に寄与しました。

動力費の増など、中期経営計画策定時点では想定していなかった費用増もありま
すが、中期経営計画における数値目標の達成に向け、DXの推進や技術革新など
によるコスト削減や、更なる収入確保に取り組んでいきます。

次のページをご覧ください。



先ほど申し上げた、技術革新によるコスト削減と更なる収入獲得にも関連します
が、前期から「未来鉄道プロジェクト」と銘打った取り組みを推進しています。

これは、BPRで培ったスリムな鉄道事業を起点として、モビリティの進化と経営
体力の強化に取り組み、九州のまちづくりを牽引する「未来の鉄道」をつくるプ
ロジェクトです。この「未来鉄道プロジェクト」で今期は10億円程度の収支改
善効果を見込んでいますが、今後はこの改善効果をさらに拡大させていきたいと
考えています。

また、「未来鉄道プロジェクト」の一環として、今年の４月より、「アメーバ経
営」を鉄道事業にカスタマイズし、本格運用を開始しています。これまで、収入
を得る部門と費用を使う部門が分かれていましたが、それぞれの部門に相応の対
価を配賦することで、部門収支の可視化と収支責任の明確化を図り、収支改善
や、経営視点を持った人材の更なる育成を目指します。

次のページをご覧ください。



重点戦略の2点目、「豊かなまちづくりモデルの創造」に向けた取り組みにつ
いて説明します。

昨年の9月23日に開業した西九州新幹線のご利用者数は、2019年3月期の在来
線特急の実績と比べ101％で推移しており、開業効果は順調に発揮されている
と認識しています。

また沿線の宿泊施設の稼働も好調であり、開業効果が沿線にも波及しつつある
状況です。

この開業効果を最大化すべく、今期は嬉野における温泉旅館と新長崎駅ビルを
開業いたします。

次のページをご覧ください。



長崎駅周辺においては、国際観光都市長崎の陸の玄関口として、ホテル・商
業・オフィス・駐車場などを複合開発し、「まちづくり」を進めてまいりま
す。

新長崎駅ビルは、リーシングも順調に進んでおり、既存駅ビルと合計して地域
最大規模となる商業施設として、2023年秋に開業予定です。

また、「長崎マリオットホテル」は、JR九州グループとして初めてとなるイン
ターナショナルブランドとして、2024年初頭の開業を予定しております。

次のページをご覧ください。



福岡エリアにおいては、今年３月に物流施設を２件取得したほか、４月には油
山市民の森等リニューアル事業の第１期開業を迎えました。

このほか、今期は有料老人ホームを主とした簀子小学校跡地活用事業や、オ
フィスを主とした福岡東総合庁舎敷地有効活用事業が開業予定です。

今年3月に福岡市地下鉄七隈線が博多駅まで延伸開業したことで博多駅のター
ミナル機能は向上しており、今後も成長を続ける福岡市及び周辺エリアにおけ
るまちづくりを、積極的に進めてまいります。

次のページをご覧ください。



MaaSの取り組みについては、MaaSアプリ「my route」を活用したMaaSサー
ビスを熊本県で開始したほか、QRコードリーダーを活用したデジタルチケット
やデジタル乗車券の実証実験を開始しました。

今後も、九州における広域MaaSの推進を目指し、地域交通事業者・自治体・経
済団体等との連携の強化を図ることで、九州内が一体となった推進体制の構築に
取り組んでいきます。

次のページをご覧ください。



重点戦略の3点目、「新たな貢献領域での事業展開」に向けた取り組みについて
説明します。

本中計期間においては、人流に左右されないBtoB、BtoG事業の強化に取り組ん
でいますが、その中核を担う建設セグメントの成長の加速化を目指すため、セグ
メントを束ねる中間持株会社を設立することとしました。

セグメント内の事業連携を強力に推進し、収益拡大を支援する組織を設けること
で、セグメントの総合力を強化し、多様化する地域インフラの課題解決をリード
する総合建設グループを目指します。

次のページをご覧ください。



設備投資計画について説明します。

今期は、引き続き西九州新幹線に係る車両投資などの維持更新投資を継続すると
ともに、西九州エリアや福岡エリアを中心に成長投資を行う予定であり、全体で
1,413億円の設備投資を計画しています。

成長投資については、借入余力の活用に加え、私募REITなどへの物件売却で得
られた資金などをもとに実施していく考えです。

次のページをご覧ください。



本中計期間における事業ポートフォリオの見直し状況について説明します。

ベーカリー事業の株式譲渡や、既に51％譲渡していたドラッグストア事業の残
りの株式の譲渡を実行するなど、事業領域の見直しを行う一方で、複数のM&A
の実施や、複合体験型アウトドア事業への参入など事業領域の拡大にも取り組ん
でいます。

引き続き、事業の継続的なモニタリングを実施するとともに、資本効率を意識し
ながら、成長分野への資本投下、必要に応じた事業縮小・撤退等を行っていきま
す。

最後に、ESGの取り組みについて説明します。次のページをご覧ください。



 ESGの取り組みについては、2030年長期ビジョンの実現に向けて設定したマテ
リアリティに基づき、ESG各項目の取り組みを推進しています。

その中でもEについて、攻めの視点を持った取組みとして、系統用蓄電池事業へ
参入することといたしました。

再エネ電力拡大に伴う調整電源の必要性の高まりを受けて、住友商事さまと協力
して事業を開始します。

次のページをご覧ください。



人材戦略については、「2030年長期ビジョン」の実現に向けて重要であると認
識しています。

その一環として、基本給の引き上げや採用区分によらない昇進制度等を内容とす
る人事・賃金制度の改正について、2024年４月の実施に向けて、労働組合に提
案をしました。

社員の“個”の力の最大化によって当社グループの成長を実現できるよう取り組んでまい
ります。

次のページをご覧ください。



当社グループの企業価値向上にとって大きな位置を占める、非財務ＫＰＩの進捗
状況について説明します。

Ｅ、Ｓ、Ｇそれぞれのマテリアリティに対するＫＰＩについて、おおむね順調に
進捗していると評価しております。

また前期は、従業員意識調査の結果を取締役の報酬と連動させるなど、非財務Ｋ
ＰＩ達成に向けて取締役が責任とインセンティブをもって取り組む制度とするな
どの変更を行いました。

今後も目標達成に向けた取り組みを深度化し、「2030年長期ビジョン」の実現
を目指してまいります。

以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。
































